
－27－

高等教育フォーラム　Vol. 9, 2019

1．はじめに

日本国において 2016年に施行された障害者差
別解消法により，障害者への「合理的配慮の不提
供の禁止」が国立大学では法的義務化され，私立
大学においては努力義務となった。障害学生支援
は「大学として備えておくべき最低限のインフラ」
として認識されることが期待される。
内閣府の基本指針（2015 年 2 月 24 日閣議決定）
によれば，合理的配慮の基本的な考え方として，
社会における様々な障壁と相対することによって
生ずるものとのいわゆる「社会モデル」を踏まえ
るとしている。社会モデルは，ディスアビリティ
の問題は自身の身体にあるのではなく，障害者を
排除する社会にあるとの考え方であるが，法の施
行後の移行期における支援段階では，どの高等教
育機関であっても現場での混乱が生じることが予
想される（松岡 2017）。特に，学習障害を含む発
達障害は，その支援の判断が難しいことが予想さ
れる（丹治・野呂　2014）が，理念とのギャップ
をどのように埋めるべきかは，予算や人材確保な
どの様々な問題をはらみ，高等教育関係者の注目
を広く集めるところである 1）。

2．障害学生支援の動向

2.1．日本の障害学生の在籍率
日本学生支援機構の調査によれば，2017 年度に
おける障害学生数は 28,430 人で，大学の全学生
（約 300万人）に占める割合は 0.95％であった。
2014 年度は 0.44％，2015年度は 0.68％と年々大
幅に増えている（日本学生支援機構　2018a）（図
1）。これまで，米国や英国などの障害学生の在籍
率と比較し，極端に少なかった日本の大学におい
て，障害者への社会的認知が進むことで障害学生
が顕在化し，必要な支援を受けられるようになっ
たことは，大いに歓迎すべき事である。しかし，
支援する大学側の受け入れ態勢や専門的職員の確
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図 1．  平成 29（2017）年度障害のある学生の修
学支援に関する実態調査

（日本学生支援機構 2018 a）
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保，運営の効率化などの課題も浮上している（障
がいのある学生の修学支援に関する検討会　
2016）。

2.2．日本の大学における障害学生支援
実際に支援を行う現場（大学）が抱える課題は
どのようなものがあるのだろうか。京都産業大学
（以下，本学）の障害学生支援は，障害学生教育支
援センターが窓口となり，各学部の事務室，教職
員や保護者と連携し，支援を行っている。講義内
でのサポートや試験での配慮，または相談対応を
行っているがその支援方法，配慮内容は障害の種
別や程度によって多様である（井上ほか 2013）。
特に発達障害に関しては，そのアセスメント方法
や合理的配慮の程度，教職員を含めた周囲への理
解を得ることが難しい場合がある。「合理的な配
慮」の支援内容をどのように担当部署が決定し，
いかに限られた人的資源や予算内で障害学生が健
常者と同じスタートラインに立って学べる環境を
整えられるかが継続的で充実した支援を行う と
なると考える。
発達障害のアセスメントに関しては，大阪大学
の取り組みが先進的な事例として挙げられる。従
来の支援体制の課題の一つとして，「合理的配慮を
決定する根拠や支援に生かす評価が不十分」であ
ることを挙げ，新たにアセスメントを専門とする
部門および合理的配慮を検討する委員会を設置し
た。前者では，知能検査や心理検査を通して発達
障害に起因する機能評価を行った上で合理的配慮
を検討し，後者では，合理的配慮の決定プロセス
に本人と所属学部を含めた合議体を設けた（望月・
中野 2016）。合理的配慮の提供の義務と，学内で
の合理的配慮に関する浸透が進んでいないという
現状の中でより良い学生支援を模索し実践してい
る。

2.3．国外の障害学生支援に関する先行研究
それでは，障害者支援の先進国として頻繁に取
り上げられる米国や英国の発達障害学生への支援
事例はどのようなものであろうか。日本の大学が
モデルとする障害学生支援の先進例としては，米
国の大学の障害学生支援サービスが取り上げられ
ることが多い（吉田・渡部 2006）。また，米国の
大学における発達障害のアセスメントを日本のシ
ステムと比較した報告などもある（北村ほか 
2010）。英国の大学における障害学生支援に関し
ては，三島（2015）のケンブリッジ大学・障害学
生支援センターで参加した研修報告や，諏訪ほか
（2017）による，ウェストミンスター大学への視

察報告などがある。その他にも，英国大学図書館
のウェブサイトを対象に，障害学生向けの特別な
サービスの特徴などの分析を行った報告（松戸　
2013）もあるが，英国の大学の発達障害（学生へ
の支援やアセスメント）に着目した報告，特に支
援現場の視察報告は多くはない。そこで筆者は，
本学における「平成 30年度事務職員海外研修」（以
下，海外研修）を利用し，英国ロンドンおよびそ
の近郊にある大学の障害学生支援センターを訪問
し，障害学生支援の調査を行い，本学の取り組み
の一助とすることとした。

3．英国の大学における障害学生支援

3.1．障害者支援の社会的背景
英国における障害者支援の社会的背景を概観し
ておきたい。英国は DDA（障害者差別禁止法）
（1995年），特別な教育的ニーズと障害法（2005
年），平等法（2010年）を経て，障害者への支援
が義務付けられており，合理的配慮は社会に幅広
く根付いていると考えられている（障がいのある
学生の修学支援に関する検討会　2017）。三島
（2015）によれば，英国では，障害を持つ多くの
学生はさまざまなサポートを受けながら，大学の
通常の課程で学習するなど大学生活を送ってい
る。初等・中等教育段階においても障害を持つ児
童・生徒と障害を持たない児童・生徒が一緒に過
ごすことが，両者にとって最もよい教育であると
いう見方がなされ，インクルージョン（包含）
（Inclusion）の立場に立った教育が行われてい
る 2）。また，松戸（2005）は，英国の特別なニー
ズ教育と学校図書館の関わりを英国の社会背景の
中から明らかにし，「（中略）イギリスの多民族社
会という状況の中で，特別な教育的ニーズについ
ては，教育を含めた社会の問題として社会的排除
の解決に取り組んでいる」（p.101）と述べている。
以上のことから，英国社会全体が排除という不
平等の解決に取り組み，障害の有無にかかわらず
誰でもが同じように生活を送ることを目指してい
ることがわかる。

3.2．障害学生の規模
英国の大学の 1年次に在籍する障害のある学生
数は 2014 -15年期で，1年次の学生全体の約 11％
となっている（Department for Business, 
Innovation & Skills  2014 ; HESA 2016）（図 2）。
また，主な障害割合は，特殊学習障害（Specific　
Learning Difficulty （以下 SpLD））47％，視覚障
害（Blind or a serious visual impairment）1％，
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聴覚障害（Deaf or a serious hearing impairment）
3％，身体障害（A physical impairment or mobility 
issues）4％，メンタルヘルスの不調（Mental health 
condition）11％，社会コミュニケーション症 /自
閉症スペクトラム障害（Social communication/
Autistic spectrum disorder）3％となっている（図
3）。

SpLDは英国で一般的には，識字障害（Dyslexia），
統合運動障害（D y s p r a x i a），計算力障害
（Dyscalculia），ADHD の 4 つ を 指 す（SOAS　
2018a）。ただし，諏訪ほか（2017）によれば，英
国では「ADHDや自閉症，スペクトラム障害によ
り，学習あるいは学習活動に困難を抱える場合も
広い意味で『SpLD』として扱われる。日本におい
て学習に特別なニーズがある発達障害の学生がこ
れにあたる」（P.8）と説明しており，自閉症スペ
クトラム障害（ASD）等も困りごとの種類や障害

の程度によって，SpLDかあるいは，ASDに分類
されていると推察する。『DSM-5　精神疾患の分
類と診断の手引き』でも，SpLDや ASDを「神経
発達障害群」としている（American Psychiatric 
Association 2014）ことから，本稿では SpLDお
よび ASDを「発達障害」と総称して呼ぶこととす
る。
なお，あくまで参考値であるが，日本の発達障
害（診断書有）の割合は 16.6％（日本学生支援機
構 2018b）である一方，英国の発達障害学生の割
合は約 50％である。

3.3．障害学生支援手当（DSA）
英国では障害学生支援に取り組む大学に対して
助成を行っているが，政府はそれに加えて障害学
生支援手当（DSA）と呼ばれる障害学生へ年額の
助成金を出している（広瀬 2010）。これは家族の
所得や当事者の年齢には関係なく，一定の基準を
満たした障害のある学生に支給される。学生は自
分のニーズに合ったサービスを受けることがで
き，大学に申請することで様々な費用が賄える。
英国における支援予算に関しては， 2018-2019
期は£40,000,000（約 60億円）で維持すると報告
されており（HEFCE 2018），フルタイムの学生に
関して（コンピューターなどの）必要機器類の購
入で£5,529（通算），医学関係以外の個人的サポー
ターの雇用 £21,987（毎年），その他£1,847 （毎
年）と示されている（Student Finance England 
2018）3）。障害学生が費用に掛かる支援費用を認識
し，またどれだけの支援を受ける権利を有するか
理解しやすいメリットがあるだろう。条件は付く
が，コンピューターや音声読み上げ等のソフト等
の備品などの支援も含まれている。学生はDSA申
請にあたり，教育を専門とした心理の専門家であ
る教育心理士（Educational psychologist）の診断
も必要であるが，そのような診断費用もこの予算
から支出することができる（Department for 
Business, Innovation & Skills  2014）。
英国における DSAの申請を含むアセスメント
プロセスの例として，図 4に英国ウェストミンス
ター大学の事例（諏訪ほか  2017）を示す。この
図によると，DSAを申請しようとする学生は，医
師又は心理士によるアセスメントの結果を経て，
DSAを申請し，受給可否が決定される。受給が決
定している学生については，ニーズアセスメント
の結果と学生の希望に基づいて，DSAの範囲内で
支援機材の購入や補助者の手配等を行っている。

図 2．英国の新入生の障害学生数とその割合
（Department for Business, Innovation & Skills 
2014）

図 3．  英国の高等教育機関における障害学生の
障害種別

（Department for Business, Innovation & Skills 
2014）を元に筆者が作成
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3.4．ウェブサイトにおける情報提供
英国においては，障害学生支援にかかわらず，
あらゆる情報がウェブサイト上に公開されてい
る。支援に関して特別なニーズを持つ学生に対し
て，大学の対応を示すことが法律で義務付けられ
ている（松戸　2013）からであると考えられるが，
例えば各大学における障害学生数，支援内容，支
援担当者の氏名，emailアドレス，障害を持った
職員の比率までも，ほとんどの場合各大学や政府
の公式ウェブサイトで知ることができる。

4．調査概要

4.1．調査目的
英国の障害学生支援は法律で義務化されてお
り，基本的な（発達障害学生への）アセスメント
プロセスに関しては，ある一定のレベルで英国の
大学間では統一されていると推察される。しかし，
実際に現場の担当者はどのような課題を抱え，ど
のように取り組みを行っているのであろうか。ま
た，各大学の規模や立地などによって，それぞれ
の課題や工夫に違いがあるのではないかと考え
た。各大学の概要や障害学生数を考慮に入れたう
えで，障害学生支援の差異や特徴，支援現場の工
夫や課題を概観し，日本での支援や運営方法を改
善するヒントを得たいと考えた。以上のことから，
実際に英国の大学の障害学生支援に関わる部署
（センター）を訪問し，インタビュー形式で，各大
学での取り組みを探ることとした。

4.2．調査大学および調査期間
ロンドン市内またはロンドン近郊に位置する複
数の大学をピックアップし，以下の三大学から調
査の快諾を得た。
（1）  University of London School of Oriental and 

African Studies （以下，ロンドン大学 SOAS
又は SOAS）

（2）  University of Kent（以下，ケント大学）
（3）  Canterbury Christ Church University（以

下，カンタベリー大学）
調査は 2018年 7月 5日から 7月 24日にかけて
実施した。

4.3．調査の方法
事前に障害学生支援を担当する部署の担当者に
対して質問項目を電子メールで送り，回答を事前
に準備してもらうよう依頼した。質問項目内容の
概略は以下のとおりである。
（1）  発達障害学生への支援プロセス概要（アセ

スメントの実施体制，支援の決定方法につ
いて）

（2）  アセスメントの課題や困りごと
（3）  実際の支援において工夫している点
（4）  その他（英国における障害学生支援全般に

おける課題や意見等）
調査の主目的は，発達障害学生に関する支援で
はあったが，回答者の答えによっては，担当者が
持つ（発達障害に限らない）問題意識や課題など
についても詳細に尋ねた。

5．調査内容

5.1．ロンドン大学SOAS
5.1.1．基本情報

17大学で構成されるロンドン大学の 1校であ
り，1916年に設立された。現在は 130以上もの
国々から 5,000人を超える学生が在籍しており，
世界でも留学生の割合が高いことで有名である。
ロンドン中心部のブルームズベリーにあり，アフ
リカ，アジア，中東研究などの地域研究が主体で
ある（SOASの HPより）。障害をもつ職員の割合
は，4.97％である（SOAS  2018b）。
5.1.2．インタビュー対象者とその属性
インタビュー対象者は障害学生支援センターの
障害・ディスレクシアチーム（The Disability and 
Dyslexia team）のマネージャー 1名であった。被
面談者は近隣の大学における学会では発表なども
行うなど，研究活動も行っている。

図 4．  英国ウェストミンスター大学における
DSA申請を含む障害学生支援の流れ

（諏訪ほか 2017）
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5.1.3．運営体制
障害・ディスレクシアチームのマネージャー 1

名，スチューデントアドバイザー（Student 
Disability Advisors）， 学 習 ア ド バ イ ザ ー
（Learning Advisors），障害アドミニストレーター
（Disability Administrators）の 5名（ワーキング
シェアを行っているため常に 5名の体制ではな
い），非常勤が数名で運営している。その他，メン
タルヘルスと福祉アドバイザー（Mental Health 
and Well Being Advisor）などの相談窓口もある。
5.1.4．障害学生の割合
障害学生の割合は約 12％である。実人数は約

580名程度である（SOAS 2018b）。なお，ロンド
ン大学 17カレッジ全体平均も 10％から 11％程度
であり，大きな差異はない。
5.1.5．インタビュー内容
（1）  発達障害学生への支援プロセス概要（アセ

スメントの実施体制，支援の決定方法につ
いて）

障害を抱えた学生の支援のプロセスは支援内容
や学生の障害によっても異なる。明確にサポート
の内容が決まっている場合，例えば，学習障害が
あり，試験の配慮を希望する場合は，教育心理士
かあるいは特別アセッサー（Specialist Tutor, 
Assessor）によるWAISテストなどの全ての試験
項目を満たした診断の提出を求めている。診断書
に記載された延長時間数，休息時間，文字拡大，
読み上げなどの配慮内容を考慮し，さらに大学の
担当スタッフとの面談を行い，支援の内容を決定
する。
（2）アセスメントの課題や困りごと
試験での延長時間や，配慮内容の決定は，教育
心理士からの診断書を元に判断している。大学内
でのアセスメントは主にマネージャーを含めた 3
名で実施している。それぞれの申請内容を吟味し
た上で支援を決定しているが，この試験での配慮
は年々増え続けており，障害学生が感じる困難を
質問したアンケートでは，「試験（exams）」との
回答が約 85％と最も多かった（図 5）。実際，試
験における配慮の提出時期は非常に忙しく，直近
のセメスターの試験（2018年 5月）では，延べ
234件もの配慮申請がなされた。なお，試験以外
に関しては，「教材の読解（reading texts）」，「予
復習（assignments）」，「オンライン上の文章読解
（reading online）」，「オンライン上の資料へのア
クセス（accessing online resources）」の順で回答
が多かった。
（3）実際の支援において工夫している点

SOASでは，合理的配慮の検証を，成績を用い

て行っている。次の表は SOAS，ロンドン大学全
体，英国の大学全体における障害学生と非障害学
生との成績分布（習熟度）の差を 3ヶ年分調査し
た結果である（表 1）。表 1において，障害学生の
成績分布は上段であり，非障害学生は下段である。
上から，成績 1 級優等学士学位（First class 
honours），成績2-1級優等学士学位（Upper second 
class honours），成績 2-2級優等学士学位（Lower 
second class honours），成績 3級優等学士学位ま
たは普通学位（Third class honours/Pass）の区分
に分かれている 5）。英国における全大学またはロ
ンドン大学全体の成績分布における成績 1級優等
学位の割合の差はほとんどないか，あっても 2％
から 3％の差異である。しかし，SOASの 3年間
平均の場合，障害学生の同学位の割合は，非障害
学生の割合に比べ 10％も低い。これらの差異につ
いては，より詳しく分析し，必要に応じて解消し
ていくことが求められる。

（4）  その他（英国における障害学生支援全般に
おける課題や意見等）

政府の DSA予算削減により，より限られた人員
や資源の中で最大限の支援を提供していくことが
求められる。SOASが特に力を入れていることと
しては，合理的配慮の提供だけではなく，包含的
教育（インクルージョン）をより進めていくこと
にある（図 6）。
なお，（発達障害に関する）趣旨とは異なるが，

（SOAS 2018b）

表 1．障害学生および非障害学生の成績分布

図 5．  アンケート「（あなたの障害によって）ど
のような場面で困難を感じますか」 4）

（SOAS 2018c）
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近年，メンタルヘルスを理由とする申請件数が伸
びており，対応に苦慮している。メンタルヘルス
の不調を訴える学生の割合は，2013－14期及び
2014－15期調査で（全体に占める割合は）23％
であったが，2016－17期では 29％と増えていた。
これは近年の経済格差や将来への不安など，社会
的な問題もあるが，どのように限られた職員で対
応するかが問題になっている。

5.2．ケント大学
5.2.1．基本情報

1965年に設立され，現在では 120の国々からの
留学生を含め 20,000人以上の学生が在籍してい
る。ロンドンの南東部，ケント州のカンタベリー
に広大なキャンパスを有する。人文科学，社会科
学，科学・技術・医療など幅広く学部を有してい
る（ケント大学 HPより）。障害をもつ職員の割合
は，5.0％（n=188）である（KENT  2018）。
5.2.2．インタビュー対象者とその属性
インタビュー対象者は障害学生支援チームマ
ネージャー（Disability Team Manager）1名，学
習障害担当（SpLD  Team）のスタッフ 2名であっ
た。
5.2.3．運営体制
運営は，学生支援・学生福祉課（Student Support 

and Wellbeing Organization）で執り行われ，さ
らに，障害学生支援チーム（Disability Team），学
習障害担当（SpLD Team），身体障害者支援チー
ム（Accessible Information Team）など，7つの
チームに分かれ対応を行う。障害学生支援チーム
を具体的にあげると，マネージャーを中心に， ア
ドバイザー 3名，アシスタント 2名など 5～ 7名
で対応を行っている。
5.2.4．障害学生の割合
ケント大学の年間報告によれば，障害学生が全
学生に占める割合（2016-17年期）は 13.83％で
あり，約 2,650名程度が申告をしている。2011-12
年期は同 8.08％であり，5年間で大幅に増えてい

ることがわかる（図 7）。2016-17期の障害種別で
あるが，メンタルヘルスの不調が約 35％で最も多
く，次に学習障害が約 30％と，この二つが過半数
を占める。特に，メンタルヘルスの不調は 2008-
09年期に 15％であったが，6年間で約 2.5倍にま
で増えている。

5.2.5．インタビュー内容
（1）  発達障害学生への支援プロセス概要（アセ

スメントの実施体制，支援の決定方法につ
いて）

障害を抱えた学生の支援のプロセスは支援内容
や学生の障害によっても異なるが，新入生を例に
挙げる。新入学生（あるいは支援を必要とする在
学生）は，入学前に申請を行い，教育心理士の診
断・アセスメントを細かく受ける。大学は，教育
心理士の診断結果に基づき，アセスメントを再度
実施する。アセスメントの詳細は，例えば，ディ
スレクシアの場合，読解（Reading），スペリング
（Spelling），作文（Writing），潜在能力（Underlying 
Abil i ty），認識プロセスの確認（Cognit ive 
Processing）と多岐にわたる。
また，一人の診断に 3～ 4時間ほどかけ，面談
も数回にわたって行われる。担当者は診断結果を踏
まえ，当該学生へのアセスメント要約（Summary），
当該学生の背景（Background Information），試験
情報（Test conditions），最終結論（Conclusion）
と，事細かに報告書をまとめ，チーム内で協議の
上，合理的な配慮を決定する（括弧内英文は全て原
文）。
（2）アセスメントの課題や困りごと
アセスメントにおいて，ケント大学では，それ
ぞれの学生のどのようなことができており，何が
できないかを細かく点数・グレードにして記して
いる。例えば，「作文」や「コミュニケーション」

図 6．包括的教育のイメージ
（SOAS 2018c）

図 7．  ケント大学における障害学生の各障害種
別が全体に占める割合（2011-2017 年）

（Kent 2018）
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の項目では，「平均よりかなり低い」，「平均よりや
や低い」「平均並み」「通常の学生よりもやや高い」
「通常学生以上に高い」を点数と共に記すことでわ
かりやすく，かつそれぞれの得意とする分野を伸
ばすことが可能となっている。強いて課題を挙げ
れば，細かい作業により労力がかかるため，どの
ように改善し運用していくかが課題である。
（3）実際の支援において工夫している点
昨年度の学習障害をもった新入生のアセスメン
ト件数は 169件であり，既に細かな診断書類を保
有していた学生を含めると 200件以上とかなりの
数になったが，新入学生に対しては，（授業開始後
に）週に 1回アカデミックアドバイザーが面談を
行うなどのフォローを行い，スムーズな大学生活
を始められるよう支援を行った。なお，全体的な
運営は，アカデミックアドバイザーや非常勤パー
トタイマーなど有給のアルバイトの協力を得て対
象者数が多くても運用できている。
（4）  その他（英国における障害学生支援全般に

おける課題や意見等）
英国の障害学生支援は社会モデルである。各個
人ができないこと，つまりインペアメント
（Impairment）を個人の問題ととらえず，社会に
おける障壁，つまりディスアビリティー
（Disability）に問題があるとする考え方は広く英
国社会で捉えられている。しかし，担当者として
感じるのは，まだ完璧ではないということである。
例えば，実際のアセスメントにおいてはかなり医
療モデルベースではある。学生は医師の診断や，
教育心理士の診断や意見が求められる。もちろん
その費用に関しては，政府の予算により執行され
ているが，近年ではその予算が莫大なため，減少
傾向にある。各大学においても予算を独自に確保
するように社会的に方向が向いている。インク
ルーシブ教育はイデオロギーとしては共有してい
るが，実際のところまだ完璧に実践はできていな
い。英国でもアカデミックな議論において，意見
が分かれている。
最後に，メンタルヘルスの不調を訴える学生数
が急増していることが課題として挙げられる。そ
れは発達障害などから二次的に引き起こされるた
め，発達障害とメンタルヘルスは決して別の課題
ではない。英国では元々，大学生になれば，自身
の住む町以外の大学へ進学するのが一般的であ
り，英国人学生は環境への適応がうまくいかず，
適応障害などのメンタルヘルスの問題を発症させ
る場合がある。大学でもこの問題は重要視されて
おり，大学間を超えた問題解決グループの立ち上
げなどを検討している。

5.3．カンタベリー大学
5.3.1．基本情報
ケント大学と同じケント州カンタベリーに位置
する，1966年創立の大学である。学生数は大学院
生を含み約 17,000人に上る。世界 80か国以上か
ら留学生を受け入れている（当大学 HPより）。本
学外国語学部の短期海外研修プログラム（英語海
外実習）の派遣先として提携している。障害をも
つ職員の割合は，7％である（Canterbury  2014）。
5.3.2．インタビュー対象者とその属性
インタビュー対象者は 2名であった。当初，障

害学生チームのマネージャーへのインタビュー予
定であったが，急用により，障害学生に関連する
教学関係のスタッフ 2名に対してインタビューを
おこなった。
5.3.3．運営体制
運営は，大きく分けて，障害学生支援課とメン
タルヘルス課の 2つの課で対応を行う。2つの課
は，連携の上支援を行っている。
5.3.4．障害学生の割合
カンタベリー大学の 2012-2013期のレポートに
よると，全学生数（n=18,041）に占める障害学生比
率は 10.58％（n=1,979）であり，障害学生の中で
学習障害の割合は，60.28％（n=1,193），メンタル
ヘルスの不調は5.20％（n=103）である（Canterbury 
2014）。
5.3.5．インタビュー内容
（1）  発達障害学生への支援プロセス概要（アセ

スメントの実施体制，支援の決定方法につ
いて）

新入学生（あるいは支援を必要とする在学生）
は，大学のウェブ障害支援フォームから支援依頼
を行う。原則入学の 2週間から 3週間前に行う。
以降は，教育心理士の診断・アセスメントを細か
く受けた後，学内でのアセスメントを経て，支援
内容を決定する。
（2）アセスメントの課題や困りごと
障害学生だけでなく全体的に，きめ細やかな支
援が必要となることが課題としている。そのため，
出席確認システムや，定期面談などを利用し，大
学の強みを打ち出そうと努力している。
（3）実際の支援において工夫している点
ウェブサイトを充実させ，業務の効率化を図っ
ている。障害学生の支援の申請はウェブで一本化
されており，迷うことが少ないように設計してい
る。DSAの申請方法や学内での申請の流れをウェ
ブ動画で紹介している。申請に当たっては，まず
セルフチェックをしてもらい，その後ウェブでの
相談や窓口での相談に誘導するようにし，支援の
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ためのファーストステップは極力下げている（図
8）。これらのメリットとしては，職員の負担を軽
減でき，アセスメントなど，時間をかけて行う部
分とそうでない部分のメリハリをつけて業務を遂
行できる。
また，過去には SpLDの学生に対して，個々に
資料を提供していたが，現在では包括教育を進め，
できるだけ多くの教員に事前に授業の 24時間前
までに BLE（オンライン上）に掲載するよう求め
ている。これにより，学生は障害を持っていても
持っていなくても平等に資料を入手し，自己学習
ができるようになった。

（4）  その他（英国における障害学生支援全般に
おける課題や意見等）

メンタルヘルスの不調を訴える学生が年々増加
しており，大学内でも対応を検討している。カン
タベリー大学では英国で有名な支援サイト Big 
White Wallを推奨している。同サイトはオンライ
ン上のメンタルヘルス支援や福祉支援を行う自助
グループやコミュニティーサイトである。英国内
の大学生であれば無料であり，カウンセリングや，
アドバイスなどの支援が受けられる（主にメンタ
ルヘルスの健康に課題を抱えた学生向け）（Big 
White Wall 2018）。

6．考察

インタビュー調査から得た情報や知見における
共通項やそれぞれの大学の特徴について考察す
る。

6.1．発達障害学生支援における共通項
各大学の共通項についてまとめる。アセスメン
トや支援の方法について，インタビュー調査では
図 4で示した DSA申請を含む障害学生支援の流

れに沿って，確認を行った。結果，どの大学にお
いても支援にむけての大筋のプロセス（つまり
DSAの申請手続きのための，教育心理士あるいは
外部医療機関の診断書，学内での診断，DSAへの
申請などの手続き）は統一されていた。支援の申
請方法が統一されていることにより，DSAや大学
内での支援を希望する学生は，どの大学に行って
も，同じプロセスを経て，支援を受けられること
が保障されており，心理的なストレスを軽減する
ことができるのではないかと考えた。

6.2．各大学における工夫や特徴
障害学生への支援プロセスは，概ね統一されて
いる一方で，今回調査した大学は学生の国籍比率
や学力，設置している学部の分野など，様々な面
で異なっており，障害学生支援にもそれぞれの大
学の特徴（背景）が表れていた。インタビューか
ら見えた，各大学の支援の特徴は数多く挙げられ
るが，そのうち，「成績分析」，「外部機関の診断
書」，「ウェブサイト」の 3点に着目して，考察し
たい。
6.2.1．障害学生の成績分析
ロンドン大学 SOASは，海外留学生の比率が英
国一高い，海外の地域研究が主体の大学であり人
種問題，性的マイノリティーなど，あらゆる側面
における平等の保障に力を入れていることが特徴
的であった。
同大学では，「成績優等学位」として修了する学
生の割合が英国全土の平均と比較して，多いとのこ
とであったが，障害学生についても同じこと（成績
優等者の比率が健常者と同じ）が言えない場合，平
等とすることはできないとし，障害学生（特に発達
障害学生）の成績分析を取り入れている（表 1）。英
国の大学においては，「学士高等教育資格枠組み」
（frameworks for higher education qualifications）
制度により，成績に応じて優等学位や普通学位等に
よって，（学位・学修の）達成度を表すのは一般的
である（吉川 2001）。しかし，この障害学生と非障
害学生との比較や分析の公開は，他の二大学の年次
報告書やウェブサイトでは見られなかった。ロンド
ン大学 SOASがそれらを行う背景には，マイノリ
ティーの保護の観点であったり，平等を担保しよう
とする姿勢，あるいは学風も影響しているのかもし
れない。
日本の大学で成績分析による合理的配慮の検証
を実現するには，サンプル数の問題，個人情報の
問題，外部要因の統一の困難さなど，様々な課題
が挙げられ，すぐに実施することは難しいであろ
う。しかし，合理的配慮を受けた学生に対して，

図 8．  カンタベリー大学の障害学生支援申請
フォーム

（Canterbury 2018）
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ヒアリングを行い，本人の学習状況等，様々な角
度から合理的配慮の検証をしていくなど，別の形
で追及していくことは必要であると考える。
6.2.2．外部機関の診断書の活用
ケント大学は，地方都市にある 20,000人規模の

大学であり，その障害学生数は約 2,650名と，訪
問した大学の中では障害学生を認知している数が
最も多かった（ただしメンタルヘルスの不調も含
まれ，日本の集計方法との差があることからあく
まで参考値として取り上げる）。学生支援・学生福
祉課におけるチームは 7つに渡り，スタッフ数も
多いが，きめ細やかな支援を実施するためには，
綿密な計画と専門性が必要とされるであろう。支
援対象者が多いという状況にもかかわらず，発達
障害学生へのアセスメントは時間をかけ，丁寧に
支援の内容を決定しているとの印象を受けた。そ
れは，外部機関による綿密な検査結果が深く関係
していると推察した。
ここで，外部機関の診断書の活用に関して提起
したい。ケント大学に限らないことではあるが調
査した大学におけるアセスメントや支援の決定プ
ロセスにおいて，教育心理士の診断書は，診断後
の大学内でのアセスメントや支援内容に大きく影
響を与えていた。教育心理士の診断の結果は数十
枚に及び，詳細に合理的配慮を提供する根拠が述
べられている。今回の調査で実際に診断書内容を
確認することは叶わなかったが，大学内での合理
的配慮内容の最終決定に与える影響は極めて大き
いようであった。
英国では，教育心理士の元に障害を抱える学生
に関する情報が集積され，統一の見解を持って診
断をすることができる。一方，米国では各大学で
の独自の規定に従ったアセスメントを大学の中で
実施することが重要であると考えられており（諏
訪ほか 2017；Gordonほか 2002），この点では大
きく異なるであろう。診断書に関する日本国にお
ける課題は，障害のある学生の修学支援に関する
検討会（平成 28年度）でも議論されているが，発
達障害学生のアセスメントでは，「どのように根拠
を作成するか」と言った場面から始まり，大学で
基本対応を検討しなければならない。各大学は一
からアセスメントを行う必要があり，負担も大き
いと推察する。この背景には，発達障害学生が医
療機関で診断を受けていても，一行のみの診断書
であったり，主治医との直接の連携が困難である
ため情報が引き継げない（情報が不足している）
といった問題に起因する。一行の診断書，医師と
の連携などの問題は，社会的な仕組みや個人情報
の問題等，大学の枠組みを超えた課題を含み，簡

単に解決できることではない。
上記のことから，日本の大学において，アセス
メントの質を高めていくための方向として，各大
学で専門性の高いスタッフを配置・養成するか，
外部専門機関からの診断書を最大限活用するか，
あるいはその両方であろう。昨今の大学での財政
的体力を勘案すると，すべての大学，特に小規模
大学で専門的スタッフを確実に配置することが難
しいケースもあるだろう。大学間で，専門家や設
備をシェアするなども考えられるが，個人情報や，
物理的な距離なども問題があるであろう。そのた
め，今回のケント大学が行うように，外部機関の
力を可能な限り活用する体制，つまり，診断書内
容の改善，医師とのさらなる連携を推奨したい。
診断書に関する医師との連携は，物理的な距離や，
連携の取りやすさなど課題はあるかもしれない
が，大学との距離が近い診療所等，比較的連携が
取りやすい医療施設を独自に探していくことも重
要であろう。
6.2.3．ウェブサイトを使用した効率化
カンタベリー大学は上記の二大学とはやや学力
層が異なる大学であったと，担当者は語っていた
が，きめ細やかな学習支援を行うため，出席確認
システムや，キャリア教育を入念に行っているこ
とがアピールポイントであるとのことであった。
課題や工夫に関しては，担当者と面談ができな
かったことから，詳細をヒアリングすることはで
きなかったが，年次報告書やウェブサイトなどか
ら得たカンタベリー大学の支援の特徴に触れてお
きたい。
障害学生支援における，ウェブフォームを使っ
ていたのは，三大学において，カンタベリー大学
だけであった。また，ウェブサイトには実際に支
援を受ける学生が登場する動画が複数載せられて
おり，「支援を実際に受けてどうであったか」，「他
の学生に薦めたいか」等の質問に対して語ってい
る。これらは，発達障害を持っていないが，何ら
かの困りごとを持つ学生にとっては，支援のプロ
セスが明確で理解しやすいであろう。また併せて，
支援を受けるまでの垣根を低くする効果を発揮し
ていると推察する。大学への進学に伴う環境の変
化は，誰にとっても精神的にも負荷がかかると思
われるが，受験者は容易にウェブサイトから情報
を拾えることから，ストレスを軽減できている。

7．むすびに

当初は質問項目に沿って，発達障害全般におけ
るインタビューをしていたが，回答の中から，メ
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ンタルヘルスの不調の問題に対して，担当者が危
機感を持っていることが新たに分かった。特に，
ケント大学ではその傾向が顕著であり，少し古い
データにはなるが， 2012-2013期のカンタベリー
大学の障害学生に占める学習障害の割合は，60％
（n=1,193），メンタルヘルスの不調は 5％（n=103）
であるのに対し，ケント大学の学習障害は約
43％，メンタルヘルスの不調約 18％と，ケント大
学でのメンタルヘルスの不調を訴える学生数がい
かに多いかがわかる。また，近年のメンタルヘル
ス問題増加の背景としては，三島（2015）は，障
害に対する理解が進み，障害を申し出て，支援を
受けた方が自分のためになると考える学生が増え
たと推察している。
日本でもメンタルヘルスの不調を訴える学生数
は年々増えている。発達障害学生が大学生活を送
る上で感じる様々なストレスから二次的に精神的
な支障をきたすケースもあるだろう。支援にあ
たっては，双方の課題を同時にケアすることも必
要であり，自助グループの存在など，メンタルヘ
ルスの対応に関しても，参考になる点があった。
調査全体を通して「社会は変化するものであり，
（それを嘆くのではなく）どのように大学が対応す
るべきかが大事」と言った英国のスタンスは大変
柔軟であり，見習うべき点ではないかと考えた。
最後に，今回の報告では，調査等から得た各大
学の特色や工夫を主に紹介したが，大学の共通点
や，アセスメントの内容をさらに踏み込んで報告
するまでには至らなかった。また，各大学から得
られたデータは，障害学生全般を対象としている
ため，発達障害学生のみを対象としたデータを入
手し，考察することは難しかった。その他にも不
十分な点があったかもしれないが，英国の障害学
生支援の特徴や担当者の工夫など，一側面を説明
できたのではないだろうか。今回の調査から得ら
れた情報や知見が日本の障害学生支援の発展に少
しでも役に立てばこの上ない幸せである。
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注
1）松岡（2017）は法が施行されて直後という移
行期特有の問題であるが，直ちに全面的な社会モ
デルへの依拠に移行することはむしろ難しく，理
念となる障害モデルと実際の支援において依拠す
べきそれとの間に乖離が生じ得ると述べ，懸念を
示している。
2）英国におけるインクルージョンは就学前教育か
ら高等教育までの一貫した考え方である。
3）最大補助額を学生が受領できるわけではなく，
診察や授業サポーターの人件費など，必要に応じ
て使用した費用を国が負担する仕組みとなってい
る。
4）原文は，「How does your condition or disability 
affect your studies?」。日本語は筆者訳。直訳で
は，「修学環境や障害がどのようにあなたの学びに
影響を及ぼしていますか」になるが，出典資料の
前後の文脈と被面談者の解説を総合して，意訳を
行った。なお，本調査は，SOASが 2017年に行っ
た障害学生への調査結果である。
5）英国では，優等学位と普通学位とに区分されて
おり，修了試験の結果に応じて，所定の成績を収
めた者に優等学士学位（Bachelors degrees with 
Honours）が，優等学位の水準に達していない者
に普通学士学位（ordinary Bachelors degree）が
授与されるのが一般的であるとされている（文部
科学省 2018）。なお，本文で使用する成績区分の
名称は吉川（2001）と文部科学省（2018）を参考
にした上で，筆者が訳した。
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A Research Report on the Support 
System for Disabled Students at 

Universities in the United Kingdom. – 
Focusing on the Support Features for 
Specific Learning Difficulty (SpLD) 

Students in Each University –

Ryosuke NAKAMOTO1

This paper reports on university practices for 
SpLD at London university SOAS, Kent 
university and Canterbury Christ Church 
university, which the author visited for 
interviews, and explores how they provide 
support for disabled students.

Through the interviews, the author identified 
there are not big differences in the assessment 
process for SpLD among universities, as the 
support system is standardized according to the 
law. However, the assessment process and 
support system are designed based on their 
students’ nationalities, the faculty and various 
other factors, so each university has some 
unique methods. The author analyzes three 
support practices and describes observations 
from them; (1)verifying reasonable adjustment 
with analyzing academic performance of 
disabled students and non-disabled students, 
(2) cooperating with educational psychologists 
or a medical institution, (3) utilizing the web 
system effectively.
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